
令和４年事企法―３７ 新旧対照表（令和４年事企法―１９０関係）

（二重傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

１７ 給実甲第６６０号（単身赴任手当の運用に １７ 給実甲第６６０号（単身赴任手当の運用に

ついて）の一部を次の表により改正する。 ついて）の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前 改 正 後 改 正 前

規則第５条関係 規則第５条関係 規則第５条関係 規則第５条関係

１ 次の各号に掲げる １ 国家公務員法（昭 １ 次の各号に掲げる １ 国家公務員法（昭

事由が発生した職員 和２２年法律第１２ 事由が発生した職員 和２２年法律第１２

については、当該各 ０号）第８１条の４ については、当該各 ０号）第８１条の４

号に定める勤務箇所 第１項若しくは第８ 号に定める勤務箇所 第１項若しくは第８

を規則第２条関係第 １条の５第１項の規 を規則第２条関係第 １条の５第１項の規

２項第６号及び第７ 定による採用（同法 ２項第６号及び第７ 定による採用（同法

号の官署と、当該事 第８１条の２第１項 号の官署と、当該事 第８１条の２第１項

由を同号並びに規則 の規定により退職し 由を同号並びに規則 の規定により退職し

第３条関係第２項第 た日（同法第８１条 第３条関係第２項第 た日（同法第８１条

１号及び第２号の異 の３の規定により勤 １号及び第２号の異 の３の規定により勤

動等とみなして、規 務した後退職した日 動等とみなして、規 務した後退職した日

則第２条関係第２項 及び当該採用に係る 則第２条関係第２項 及び当該採用に係る

第６号及び第７号並 任期が満了した日を 第６号及び第７号並 任期が満了した日を

びに規則第３条関係 含む。）の翌日にお びに規則第３条関係 含む。）の翌日にお

第２項第１号及び第 けるものに限る。以 第２項第１号及び第 けるものに限る。以

２号の規定を適用す 下「再任用」とい ２号の規定を適用す 下「再任用」とい

る。 う。）をされた職 る。 う。）をされた職

一 国家公務員法 員、国際機関等に派 一 国家公務員法 員、国際機関等に派

（昭和２２年法律 遣される一般職の国 （昭和２２年法律 遣される一般職の国

第１２０号）第６ 家公務員の処遇等に 第１２０号）第６ 家公務員の処遇等に

０条の２第１項の 関する法律（昭和４ ０条の２第１項の 関する法律（昭和４

規定による採用 ５年法律第１１７ 規定による採用 ５年法律第１１７

（同法の規定によ 号）第２条第１項の （同法の規定によ 号）第２条第１項の

り退職した日の翌 規定による派遣、国 り退職した日の翌 規定による派遣、国

日におけるものに と民間企業との間の 日におけるものに と民間企業との間の

限る。以下「定年 人事交流に関する法 限る。以下「定年 人事交流に関する法



前再任用」とい 律（平成１１年法律 前再任用」とい 律（平成１１年法律

う。）をされたこ 第２２４号）第２条 う。）をされたこ 第２２４号）第２条

と 当該定年前再 第３項に規定する交 と 当該定年前再 第３項に規定する交

任用の直前の職員 流派遣、法科大学院 任用の直前の職員 流派遣、法科大学院

としての引き続く への裁判官及び検察 としての引き続く への裁判官及び検察

在職期間中の勤務 官その他の一般職の 在職期間中の勤務 官その他の一般職の

箇所 国家公務員の派遣に 箇所 国家公務員の派遣に

二 国際機関等に派 関する法律（平成１ 二 国際機関等に派 関する法律（平成１

遣される一般職の ５年法律第４０号） 遣される一般職の ５年法律第４０号）

国家公務員の処遇 第１１条第１項の規 国家公務員の処遇 第１１条第１項の規

等に関する法律 定による派遣、福島 等に関する法律 定による派遣、福島

（昭和４５年法律 復興再生特別措置法 （昭和４５年法律 復興再生特別措置法

第１１７号）第２ （平成２４年法律第 第１１７号）第２ （平成２４年法律第

条第１項の規定に ２５号）第４８条の 条第１項の規定に ２５号）第４８条の

よる派遣、国と民 ３第１項若しくは第 よる派遣、国と民 ３第１項若しくは第

間企業との間の人 ８９条の３第１項の 間企業との間の人 ８９条の３第１項の

事交流に関する法 規定による派遣、令 事交流に関する法 規定による派遣、令

律（平成１１年法 和三年東京オリン 律（平成１１年法 和三年東京オリン

律第２２４号）第 ピック競技大会・東 律第２２４号）第 ピック競技大会・東

２条第３項に規定 京パラリンピック競 ２条第３項に規定 京パラリンピック競

する交流派遣、法 技大会特別措置法 する交流派遣、法 技大会特別措置法

科大学院への裁判 （平成２７年法律第 科大学院への裁判 （平成２７年法律第

官及び検察官その ３３号）第１７条第 官及び検察官その ３３号）第１７条第

他の一般職の国家 １項の規定による派 他の一般職の国家 １項の規定による派

公務員の派遣に関 遣、平成三十一年ラ 公務員の派遣に関 遣、平成三十一年ラ

する法律（平成１ グビーワールドカッ する法律（平成１ グビーワールドカッ

５年法律第４０ プ大会特別措置法 ５年法律第４０ プ大会特別措置法

号）第１１条第１ （平成２７年法律第 号）第１１条第１ （平成２７年法律第

項の規定による派 ３４号）第４条第１ 項の規定による派 ３４号）第４条第１

遣、福島復興再生 項の規定による派 遣、福島復興再生 項の規定による派遣

特別措置法（平成 遣、令和七年に開催 特別措置法（平成 若しくは令和七年に

２４年法律第２５ される国際博覧会の ２４年法律第２５ 開催される国際博覧

号）第４８条の３ 準備及び運営のため 号）第４８条の３ 会の準備及び運営の

第１項若しくは第 に必要な特別措置に 第１項若しくは第 ために必要な特別措



８９条の３第１項 関する法律（平成３ ８９条の３第１項 置に関する法律（平

の規定による派 １年法律第１８号） の規定による派 成３１年法律第１８

遣、令和三年東京 第２５条第１項の規 遣、令和三年東京 号）第２５条第１項

オリンピック競技 定による派遣若しく オリンピック競技 の規定による派遣

大会・東京パラリ は令和九年に開催さ 大会・東京パラリ （以下「国際機関等

ンピック競技大会 れる国際園芸博覧会 ンピック競技大会 派遣等」という。）

特別措置法（平成 の準備及び運営のた 特別措置法（平成 から職務に復帰した

２７年法律第３３ めに必要な特別措置 ２７年法律第３３ 職員、国と民間企業

号）第１７条第１ に関する法律（令和 号）第１７条第１ との間の人事交流に

項の規定による派 ４年法律第１５号） 項の規定による派 関する法律第２条第

遣、平成三十一年 第１５条第１項の規 遣、平成三十一年 ４項に規定する交流

ラグビーワールド 定による派遣（以下 ラグビーワールド 採用（以下「交流採

カップ大会特別措 「国際機関等派遣 カップ大会特別措 用」という。）をさ

置法（平成２７年 等」という。）から 置法（平成２７年 れた職員又は人事院

法律第３４号）第 職務に復帰した職 法律第３４号）第 規則１１―４（職員

４条第１項の規定 員、国と民間企業と ４条第１項の規定 の身分保障）第３条

による派遣、令和 の間の人事交流に関 による派遣若しく 第１項第１号から第

七年に開催される する法律第２条第４ は令和七年に開催 ４号までの規定によ

国際博覧会の準備 項に規定する交流採 される国際博覧会 る休職（以下単に

及び運営のために 用（以下「交流採 の準備及び運営の 「休職」という。）

必要な特別措置に 用」という。）をさ ために必要な特別 から復職した職員に

関する法律（平成 れた職員又は人事院 措置に関する法律 ついては、当該再任

３１年法律第１８ 規則１１―４（職員 （平成３１年法律 用の直前の職員とし

号）第２５条第１ の身分保障）第３条 第１８号）第２５ ての引き続く在職期

項の規定による派 第１項第１号から第 条第１項の規定に 間中の勤務箇所、当

遣又は令和九年に ４号までの規定によ よる派遣（以下 該国際機関等派遣等

開催される国際園 る休職（以下単に 「国際機関等派遣 の期間中の勤務箇

芸博覧会の準備及 「休職」という。） 等」という。）か 所、当該交流採用の

び運営のために必 から復職した職員に ら職務に復帰した 直前に雇用されてい

要な特別措置に関 ついては、当該再任 こと 当該国際機 た民間企業における

する法律（令和４ 用の直前の職員とし 関等派遣等の期間 在職期間中の勤務箇

年法律第１５号） ての引き続く在職期 中の勤務箇所 所又は当該休職の期

第１５条第１項の 間中の勤務箇所、当 三 国と民間企業と 間中の勤務箇所を規

規定による派遣 該国際機関等派遣等 の間の人事交流に 則第２条関係第２項



（以下「国際機関 の期間中の勤務箇 関する法律第２条 第６号及び第７号の

等派遣等」とい 所、当該交流採用の 第４項に規定する 官署と、再任用、国

う。）から職務に 直前に雇用されてい 交流採用（以下 際機関等派遣等から

復帰したこと 当 た民間企業における 「交流採用」とい 職務への復帰、交流

該国際機関等派遣 在職期間中の勤務箇 う。）をされたこ 採用又は休職からの

等の期間中の勤務 所又は当該休職の期 と 当該交流採用 復職を同号並びに規

箇所 間中の勤務箇所を規 の直前に雇用され 則第３条関係第２項

三 国と民間企業と 則第２条関係第２項 ていた民間企業に 第１号及び第２号の

の間の人事交流に 第６号及び第７号の おける在職期間中 異動等とみなして、

関する法律第２条 官署と、再任用、国 の勤務箇所 規則第２条関係第２

第４項に規定する 際機関等派遣等から 四 人事院規則１１ 項第６号及び第７号

交流採用（以下 職務への復帰、交流 ―４（職員の身分 並びに規則第３条関

「交流採用」とい 採用又は休職からの 保障）第３条第１ 係第２項第１号及び

う。）をされたこ 復職を同号並びに規 項第１号から第４ 第２号の規定を適用

と 当該交流採用 則第３条関係第２項 号までの規定によ する。

の直前に雇用され 第１号及び第２号の る休職（以下単に

ていた民間企業に 異動等とみなして、 「 休 職 」 と い

おける在職期間中 規則第２条関係第２ う。）から復職し

の勤務箇所 項第６号及び第７号 たこと 当該休職

四 人事院規則１１ 並びに規則第３条関 の期間中の勤務箇

―４（職員の身分 係第２項第１号及び 所

保障）第３条第１ 第２号の規定を適用

項第１号から第４ する。

号までの規定によ

る休職（以下単に

「 休 職 」 と い

う。）から復職し

たこと 当該休職

の期間中の勤務箇

所

２～６ （略） ２～６ （略） ２～６ （略） ２～６ （略）

規則第８条関係・別紙 規則第８条関係・別紙 規則第８条関係・別紙 規則第８条関係・別紙

第１ （略） 第１ （略） 第１ （略） 第１ （略）


